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フードテック官民協議会

令和5年度 第2回 総会／提案・報告会

2023年10月25日

フードテック官民協議会 事務局
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フードテック官民協議会
令和5年度 第2回 総会／提案・報告会議事次第

2023年10月25日（水）15:00～17:00

1. 農林水産省ご挨拶

2. ロードマップ改訂報告（農林水産省）

3. 作業部会（WT）/コミュニティーサークル（CC）からの提案・報告

4. ＜特別講演＞フードテック企業の海外展開時の法務戦略について

～海外展開時に留意すべき契約や法規制～（西村あさひ法律事務所）

5. 会員からの提案・報告（取組事例、技術紹介、イベント告知等）

6. 勉強会・セミナーの実施報告（事務局）

7. ネットワーキング（現地会場のみ）



ロードマップ更新に伴う改訂

植物由来の代替タンパク質源

昆虫食・昆虫飼料

スマート育種のうちゲノム編集

細胞性食品

食品産業の自動化・省力化

情報技術による人の健康実現
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フードテック推進ビジョンの概要フードテック官民協議会における取組

目指す姿

日本発のフードテックビジネスを育成することで、日本と世界の食料・環境問

題の解決に貢献するとともに、日本を活性化する新しい産業を創出し、日本経済

の発展に貢献する。

（１）世界の食料需要の増大に対応した持続可能な食料供給を実現する

【現状】

• 増大する食料需要や地球環境への負荷、生産資材の価格高騰等のリスクに直面

している中、持続可能な食料供給を実現する必要がある。

• プラントベースドフード、ゲノム編集育種、昆虫や微生物の活用、細胞性食品、

AI等を活用したフードロスの削減などの研究開発が進展している。

【将来】

• 気候変動への対応や生物多様性保全など地球環境への負荷低減と、タンパク質

源等の食料供給の増大を両立する。

• 食肉・食用水産物と細胞性食品は、今後も増加する食料需要を共に担うもので

あることを踏まえ、既存の産業との両立を図る。

（２）食品産業の生産性の向上を実現する

【現状】

• 人口減少・高齢化や原材料価格高騰等により、食品産業が厳しい状況下にある

ため、スマート化により生産性向上を図る必要がある。

• AI・ロボットについて現場環境に応じたカスタマイズや対応範囲の拡大が進

められている。

【将来】

• サプライチェーンにおける過重な労働負担・人手不足を解消し、食料の持続可

能な供給を実現する。

（３）個人の多様なニーズを満たす豊かで健康な食生活を実現する

【現状】

• 健康やアレルギー対応等、様々なニーズに最適化した食品やサービス等の開発

が必要である。

• 機能性成分含有量の多い作物、完全栄養食、各個人に最適な食事の提案を行う

アプリ、食に制限のある者に対する製品等の開発が進展している。

【将来】

• 個人の嗜好、信条、ライフスタイル、健康状態等を踏まえて個別最適化した食

体験を提供することで、心身の健康を実現する。

課題と必要な取組

（１）プレーヤーの育成（フードテック企業を生み出すための環境整備）

① オープンイノベーションの促進

• スタートアップと大企業、大学等の研究者と企業、農林水産・食品分野と異分

野の連携等のオープンイノベーションを実現することで、新たな技術の創造を

促進する。

• テーマごとのコミュニティを形成し、連携先のマッチング、協調領域の課題解

決、設備・販売網・知見の共有等を促進する。

② スタートアップの育成

• ルール整備や消費者理解の確立等に時間を要する新技術を導入するフードテッ

クの事業化の課題を解消するため、構想から事業化まで適切な資金供給を行う。

• フードテック分野に関心を持つ機関投資家への情報開示の在り方を検討する等、

民間投資を活性化するための環境を整備する。

（２）マーケットの創出（新たな市場を作り出すための環境整備）

① 戦略的なルール作り

• 新たな技術を事業化するために必要となるルール整備について、国や民間によ

る対応方針を決定する。

• 海外市場へ進出するコスト増大を防ぐため、国際整合性を踏まえたルールを整

備する。

② 消費者理解の確立

• 食経験の少ない食品について安全確保の取組を進めるとともに、適切な表示、

消費者への情報開示やコミュニケーションを実施し、消費者の信頼を確保する。

• 目に触れ口にする機会の提供や、社会課題への理解を増進する。

令和5年2月21日 フードテック官民協議会において策定



取組
実施時期

対応者
2022年度 2023年度 2024年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

味や食感、香り等の向上に向けた商品開発 民間企業

消費者ニーズ等に対応した国産原料を活用した商品開発 民間企業

多種多様な植物性原料を用いた商品開発 民間企業

大豆の新規用途育種素材・品種の研究開発 研究機関

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

大豆ミート食品類JASの普及、国際化
農林水産省
民間企業

プラントベースフードのISO規格策定への関与
農林水産省
民間企業

植物性食品を取り入れることのメリットや意義の発信 業界団体

ロードマップ 植物由来の代替タンパク質源 現行



取組
実施時期

対応者
2023年度 2024年度 2025年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

味や食感、香り等の向上に向けた商品開発 民間企業

消費者ニーズ等に対応した国産原料を活用した商品開発 民間企業

多種多様な植物性原料を用いた商品開発 民間企業

大豆等の新規用途向け育種素材・品種の研究開発 研究機関

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

大豆ミート食品類JASの普及、国際化
農林水産省
民間企業

プラントベースフードのISO規格策定への関与
農林水産省
民間企業

豆腐・納豆など伝統的〈大豆加工）食品を含めた植物性食品を取り入れる
ことのメリットや意義の調査と発信

業界団体

ロードマップ 植物由来の代替タンパク質源
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改訂



取組
実施時期

対応者
2022年度 2023年度 2024年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

大量生産段階に移行するための、昆虫飼養管理及び製品化システムの技術
開発や、コストダウンに向けたプラント仕様の実証

民間企業
研究機関

昆虫飼料の養殖魚（魚種ごと）、豚、家きんへの給餌適性の把握
民間企業
研究機関

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

安全性確保のための生産ガイドラインの作成による、業界全体への消費者
からの信頼性の確保

コオロギの食品及び飼料原料としての利用における安全性確保のため
の生産ガイドライン

業界団体
農林水産省

他の昆虫についてのガイドライン
業界団体
農林水産省

昆虫食・昆虫飼料のメリットや意義の発信 業界団体

ロードマップ 昆虫食・昆虫飼料

ガイドラインを順次追加

現行



取組
実施時期

対応者
2023年度 2024年度 2025年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

消費者の需要に応じた段階的な昆虫食の商品展開
昆虫を原料とした新たな食品の開発・消費者の受容性の確認

民間企業
研究機関

生産体制の確立

大量生産段階の移行に向けた技術開発
昆虫飼養管理・製品化システム技術等の基本技術の確立

小規模分散型生産システムの構築
昆虫に給餌する餌資源（食品残渣等）の量に応じた生産施設の整
備・その施設を中心とした地域内エコシステムモデルの検討

昆虫飼料の養殖魚（魚種ごと）、豚、家きんへの給餌適性の把握

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

安全性確保のための生産ガイドラインの作成による、業界全体への消費者
からの信頼性の確保

ミールワーム、カイコ（食・飼料用）、イエバエ生産ガイドライン※

作成 民間企業
研究機関
農林水産省実情に合わせたアップデート

昆虫食・昆虫飼料のメリットや意義、安全性等に関する情報発信
民間企業
研究機関

ロードマップ 昆虫食・昆虫飼料 改訂

※2022年度コオロギ、ミズアブに関する生産ガイドライン作成



取組
実施時期

対応者
2022年度 2023年度 2024年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

ゲノム編集による新たな商品の開発・販売
民間企業
研究機関

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

ゲノム編集技術の利用により得られた生物の生物多様性影響に関する情報
提供のプロセスの迅速化に向けた取組

農林水産省

ゲノム編集による商品への消費者理解を増進する活動
（アウトリーチ活動など）

研究機関
民間企業
農林水産省

ロードマップ スマート育種のうちゲノム編集 現行
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改訂ロードマップ スマート育種のうちゲノム編集

取組
実施時期

対応者
2023年度 2024年度 2025年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

ゲノム編集による新たな商品の開発・販売
民間企業
研究機関

ゲノム編集の要素技術（ゲノム編集因子・導入手法）の開発
研究機関
民間企業

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

ゲノム編集による商品への消費者理解を増進する活動
（アウトリーチ活動など）

研究機関
民間企業
農林水産省



取組
実施時期

対応者
2022年度 2023年度 2024年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

立体構造の作成技術の確立
民間企業
研究機関

コスト削減手法の確立
例）培地成分（血清、成長因子等）、大量培養技術

民間企業
研究機関

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

食経験のない新規食品であることから、安全確保措置の検討・実施
・開発企業の製法や海外の動向について情報収集中
・その結果を踏まえつつ、必要な措置やスケジュールを検討

厚生労働省
農林水産省
業界団体

表示ルールの検討・適切な表示の実施
・開発企業の製法や海外の動向について情報収集中
・安全確保等の検討状況を踏まえつつ、必要な措置やスケジュールを検討

消費者庁
農林水産省
業界団体

タネ細胞の取扱いに関する措置の検討・実施
・開発企業の製法について情報収集中
・その結果を踏まえつつ、必要な措置やスケジュールを検討

農林水産省
業界団体

家畜・水産動物衛生のための適切な措置の実施
・細胞性食品の輸入時の適切な措置のため、海外の動向を情報収集中

農林水産省
業界団体

消費者理解の確立
・消費者に関連情報を提供できるよう、開発企業の製法や海外の動向に
ついて情報収集中

・その結果を踏まえつつ、手段やスケジュールを設定

業界団体

ロードマップ 細胞性食品
注

注）フードテック推進ビジョン及びロードマップにおける「細胞性食品」とは、動物の細胞を体外で人為的に培養することで生産した食品のことを指す。
FAO及びWHOにおいては、名称について様々な意見が存在し科学的に100％正しい名称は存在しないことを確認したうえで、「細胞性食品（cell-based food）」をFAOと

専門家との議論においてのみ使用することで合意している。

現行



改訂

取組
実施時期

対応者
2023年度 2024年度 2025年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

立体構造の作成技術など食品の加工技術の開発
民間企業
研究機関

コスト削減手法の確立
例）培地成分（血清、成長因子等）、大量培養技術

民間企業
研究機関

タネ細胞に係る技術開発
例）細胞株樹立技術、流通・保存技術

民間企業
研究機関

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

食経験のない新規食品であることから、安全確保措置の検討・実施
・開発企業の製法や海外の動向について情報収集
・その結果を踏まえつつ、必要な措置やスケジュールを検討

厚生労働省(＊）

農林水産省
業界団体

表示ルールの検討・適切な表示の実施
・開発企業の製法や海外の動向について情報収集
・安全確保等の検討状況を踏まえつつ、必要な措置やスケジュールを検討
・安全確保措置を前提とした、消費者の自主的かつ合理的な食品選択に資

する表示の在り方を検討

消費者庁
農林水産省
業界団体

タネ細胞の取扱いに関する措置の検討・実施
・製法や海外動向について情報収集、結果を踏まえ必要な措置を検討

農林水産省
業界団体

家畜・水産動物衛生のための適切な措置の実施
・細胞性食品の輸入時の適切な措置の海外動向について情報収集、結果を

踏まえ必要な措置の検討

農林水産省
業界団体

消費者理解の確立
・消費者に関連情報を提供できるよう、製法や海外の動向について情報収

集、結果を踏まえ手段を設定
業界団体

注）フードテック推進ビジョン及びロードマップにおける「細胞性食品」とは、動物の細胞を体外で人為的に培養することで生産した食品のことを指す。
FAO及びWHOにおいては、名称について様々な意見が存在し科学的に100％正しい名称は存在しないことを確認したうえで、「細胞性食品（cell-based
food）」をFAOと専門家との議論においてのみ使用することで合意している。

（＊）現在、厚生労働省が所管する食品衛生基準行政は2024年4月に消費者庁に移管する予定。食品衛生監視行政については引き続き厚生労働省において所管。



取組
実施時期

対応者
2022年度 2023年度 2024年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

既成の AI・ロボットについて、現場での普及・定着を図る
（例：タラコ等のAI検品）

民間企業
経済産業省
農林水産省

試行段階の AI・ロボットについて、優先課題を特定して、食品製造の現場
環境に応じたカスタマイズを図る
（例：ポテトサラダの盛り付けロボット）

民間企業
農林水産省

人による繊細な動きが求められ、AI・ロボットによる代替が難しい複雑な
工程については、AI・ロボットの対応範囲を拡大するための研究開発を食
品企業との連携等により推進する
（例：魚の小骨取り等水産加工の前処理）

民間企業
経済産業省
農林水産省

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

AI・ロボットについて、食品製造及び飲食店の現場における人間との協働
のための安全性確保のためのガイドラインを作成する
（ロボットの種類や大きさ、使用環境に応じた出力の上限、必要な安全装
置［緊急停止機能等］、ガード設置等）

総菜製造に関するガイドライン 農林水産省

その他の業種・工程別ガイドライン 農林水産省

ロードマップ 食品産業の自動化・省力化

ガイドラインを順次追加

年度によって異なる課題に取り組む

年度によって異なる課題に取り組む

現行



取組
実施時期

対応者
2023年度 2024年度 2025年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

AI・ロボット等先端技術のモデル実証
民間企業
農林水産省

AI・ロボット等先端技術の食品製造の現場環境に応じた小型化、
低価格化、機能追加による効率化等の改良実証

民間企業
農林水産省

AI・ロボット等先端技術の研究開発と社会実装支援
民間企業
経済産業省
農林水産省

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

モデル実証、改良実証における成功事例の横展開
（講演、事例集、動画配信等）

農林水産省

AI・ロボット等先端技術を食品製造現場に導入するためのガイドラインを
作成し、ロボットメーカー等の食品産業への参入を促進する

ロボット等を食品製造現場に導入する際に留意すべき衛生に関わる
ガイドライン作成（ロボット・機械メーカー、SIer向け）

農林水産省

先端技術等の技術普及に係る情報をまとめたガイドブック作成
（食品事業者を含む食品産業全体向け）

農林水産省

ロードマップ 食品産業の自動化・省力化

12

改訂

年度によって異なる課題に取り組む

年度によって異なる課題に取り組む



取組
実施時期

対応者
2022年度 2023年度 2024年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

我が国の食材の栄養・機能性に関するデータ等、健康効果のエビデンスの
蓄積

研究機関
民間企業

個人最適食の設計・提案に必要な技術の開発

個人の健康データ（血圧や腸内環境など）を低負荷で取得できるデバ
イスの開発

民間企業

摂食内容を簡便かつ正確に把握するための手法の高度化
研究機関
民間企業

提案された個人最適食を提供するためのビジネスモデルの確立 民間企業

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

健康データの取扱いのガイドラインの検討 業界団体

ロードマップ 情報技術による人の健康実現 現行



取組
実施時期

対応者
2023年度 2024年度 2025年度～

プレーヤーの育成（技術開発の促進やスタートアップの育成）

健康効果のエビデンスの蓄積
我が国の食材の栄養・機能性に関するデータ等の蓄積

研究機関
民間企業

個人最適食の設計・提案に必要な技術の開発

個人の健康データの取得デバイスの開発
血圧や腸内環境などを低負荷で取得できるデバイスの開発

研究機関
民間企業

摂食内容を簡便かつ正確に把握するための手法の高度化
個別化データベースの構築、データ利用法の確立

研究機関
民間企業

個人最適食の提供技術の開発
３Dフードプリンタ・ドリンクプリンタの開発

民間企業

提案された個人最適食を提供するためのビジネスモデルの確立 民間企業

マーケットの創出（ルール作りや消費者理解の確立）

健康データの取扱いのガイドラインの検討 業界団体

デジタルヘルスにおける新しい食品表示の在り方の検討
個人最適食の個別提案方法やデジタル情報による食品表示等の検討

民間企業

ロードマップ 情報技術による人の健康実現 改訂

(T)



今後の予定

• ロードマップの記載につきましては、引き続き、

各作業部会の皆様・関係省庁と検討するとともに、

検討が進めば更新のうえ、総会にて報告致します。



細胞農業WT活動報告

2023年10月

1

細胞農業研究機構 代表理事
吉富愛望アビガイル

引き続き参加企業を募集中
連絡先: Yoshitomi@jaca.jp （吉富宛て）

mailto:Yoshitomi@jaca.jp


細胞農業WTー概要

2

対象技術・テーマ

概要・目標 細胞農業に関するルール形成の促進

事務局の体制 一般社団法人細胞農業研究機構（https://www.jaca.jp/）
（多摩大学ルール形成戦略研究所 細胞農業研究会より移行）

事務局長：（一社）細胞農業研究機構代表理事 吉富愛望アビガイル
運営補佐：APP Utokyo Co-Founder & President 富澤新太郎

参加申し込み条件 特になし（企業・個人を問わない）

申込み方法 ①フォームに記入
（https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLScBoAen3tdCBGagiNKz0r9I1Vo4

7jVHBrSwPiTOQHFtCc54Vw/viewform?usp=sf_link）

②yoshitomi@jaca.jp へ参加の旨をご一報ください

参加メンバー 細胞農業に関するビジネスを本格的に検討している細胞農業企業、食品関連事
業者等（57名）

https://www.jaca.jp/
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLScBoAen3tdCBGagiNKz0r9I1Vo47jVHBrSwPiTOQHFtCc54Vw/viewform?usp=sf_link


活動主旨及び会合実績概要

3

情報発信及び産業課題等に対する協議を主な活動とする。事務局の移行期間を経て2023年6月よ
り活動を再開し、計２回の勉強会及び計4回の協議会を実施した

業界動向に関する情報提供・発信

1
産業課題等に係る協議

（フードテックロードマップの作成・レビュー等）

2

活動形態

会合の開催実績の概要

6月21日 勉強会  イスラエル拠点の Mermade Foods社による細胞性ホタテの実情について（登壇： Mermade

Foods社）
 培養肉の社会的・心理的受容に関する先行研究のレビューについて
（登壇：慶應義塾大学大学院政策メディア研究科後期博士課程古橋様）

6月28日 勉強会・
協議

 イスラエル拠点のProfuse Tech社による、細胞の分化をスピードアップさせる培養液のサプ
リメント開発の実情について（登壇： Profuse Tech社）

 想定産業成長スケジュール作成のための協議（ロードマップのタイムラインに関する前提条
件すり合わせのため）

7月11日 協議  想定産業成長スケジュール作成のための協議（ロードマップのタイムラインに関する前提条
件すり合わせのため）（続き）

 細胞農業WT フードテック推進ロードマップの内容についての協議

7月28日 協議  細胞農業WT フードテック推進ロードマップの内容についての協議（続き）

7月28日
～
8月14日

意見募集  細胞農業WT フードテック推進ロードマップの内容について、追加の意見集約（メールにて
追加のコメント募集）

8月23日 協議  FT官民協議会の運営の方々と第2回のWT意見交換会（ロードマップ改訂の状況や、その他協
議会運営に対する要望の共有等）



①業界動向に関する情報提供・発信

4

細胞性シーフードの企業や社会受容性に係る研究者を招き講演いただいた

6月21日 勉強会

日時：6月21日15:00 - 16:00

参加人数：32名（主催者・講演者含む）

場所：オンライン（Zoom）

イスラエル拠点の Mermade Foods社による細胞性ホタテの実情について（登壇：
Mermade Foods社 CEOのDaniel氏）発表内容抜粋

 培養肉産業の課題と目標

細胞農業産業の基盤技術はすでに確立されており，主な技術課題は，大量生産，低価
格化，味・食感の再現，非動物性・穀物性で廃棄物が環境負荷低く処理可能となるよ
うな持続可能性の実現の４点である。既存の食肉産業では，食糧安保（プロテインク
ライシス）・気候変動対策状の課題が残るため，これを代替していくことを目標とす
る。

 Cytoponicsの利点
同社は，Cytoponicsという，使用済み培地で微小藻類を生育する（リサイクル）こと

で，細胞培地に必要な成分を生産する（アップサイクル）循環的な細胞生産ラインを
構築する技術を用いている。Cytoponicsでは，実験室レベルでの大幅なコスト削減を

達成した上，廃棄物を出さないで利用できるため，競合に比べて廃棄物処理のコスト
もかからないほか，水の使用量を削減でき，かつ大規模化も可能。培地のリサイクル
法は，細菌を用いる手段もあったが，消費者の受け止めやその他の細菌の欠点を考慮
し，また微小藻類の方が技術的にも簡単であり，栄養分・味の観点でも優れ，すでに
実証・実用段階にあるという点を加味して，微小藻類を循環プロセスに用いた。微小
藻類を用いることで，自然環境にも近い生産環境を用意できる。

 ホタテの利点・培養ウニ事業

ホタテは味や食感，色が単純で，個体差も少ないため，天然物を再現しやすいタンパ
ク質であり，かつ商業的な価格が現時点ですでに高いため，コストパリティに達する
のが比較的容易である。また，同社は，生産プロセス・考え方・食感の類似性，市場
の大きさなどから，培養うに開発もすすめており，日本市場も意識している。日本企
業との連携を模索している。



①業界動向に関する情報提供・発信（続き）

5

細胞性シーフードの企業や社会受容性に係る研究者を招き講演いただいた

6月21日 勉強会（続き）

培養肉の社会的・心理的受容に関する先行研究のレビューについて
（登壇：慶應義塾大学大学院政策メディア研究科後期博士課程古橋様）
発表内容抜粋

 培養肉の消費者受容に関する研究の動向
「培養肉」＋「受容」というテーマの論文数は2020年頃から大幅に数が伸びており，欧米が中心。日本においては４件の論文が存在。論文によって主

張が異なるが，高齢者よりも若者に，ベジタリアンより肉食者，低学歴より高学歴にとって培養肉が魅力的であるという傾向が見てとれる。新規食品へ
の恐怖感は，どの国にも見られる。ただし，その程度は国によって差があり，例えばフランスでは培養肉への受容度が低く，中国では受容度が高く出る
傾向にある。

 食のイノベーションに関するリスク/ベネフィット認知

イノベーションは消費者に変化をもたらすため，漸進的に変化が進行する。特に食分野では，消費者側に文化・慣習を変化するインセンティブが少なく，
かつベネフィット・リスク認知研究が重要。新しい食品技術の普及では，社会全体にベネフィットがあるが，個人にはリスクが際立って認識されてしま
う傾向にあり，個人と社会の間のリスク・ベネフィットのバランスが取れていない形で人々に認識されている。また，ベネフィット認知・リスク認知の
負の相関性が報告されており，ハイリスク・ローリターンまたは，ローリスク・ハイリターンとして認識されやすい。ベネフィット認知の方がリスク認
知よりも培養肉受容に影響を与え，また，マクロベネフィットよりミクロベネフィットを提示した方が消費者受容に資する。「最新技術」として位置付
けると消費者の受容を減退させてしまったり，従来肉をネガティブに表現する（衛生環境・抗生物質など）ことで培養肉の消費意欲を高められたりする
可能性も指摘されている。

 培養肉の情報発信戦略について
従来肉への批判は環境負荷やアニマルウェルフェアなどの合理的批判を展開し，一方，培養肉への批判は「Natural is better」という直感に基づく批判で
ある。従来肉への合理的批判をいかに受容に繋げるか，培養肉のわかりやすいメリットを提示できるかという研究が行われている。
新規食品に対する意見形成は，個人では困難であり，報道やSNSで可視化される社会的情報を利用することが指摘されている。培養肉の消費者受容を促
進するための今後の研究領域として，社会規範と習慣形成が有望視されている。

培養肉関連の報道では，イノベーションとビジネスの報道が多く，リスク報道は低調で，現時点では良好な報道環境。今後，培養肉普及に関して明確に
反対する人が増えてきた場合には，そのような批判的な報道も増えていくと考えている。代替肉というカテゴリーの中でも勝ち抜いていく必要があるた
め，今後の情報発信が重要である。
培養肉の名称に関する研究は，国内では把握していない。海外では数件。Clean meatなどの需要度が高いことが報告されている。



①業界動向に関する情報提供・発信（続き）

6

細胞の分化を促進するサプリメントの開発を行う企業のCEOを招き講演いただいた

6月28日 勉強会

日時：6月28日17:00 - 17:30

参加人数：31名（主催者・講演者含む）

場所：オンライン（Zoom）

イスラエル拠点のProfuse Tech社による、細胞の分化をスピードアップさせる培養液
のサプリメント開発の実情について
（登壇： Profuse Tech社 Co-founder 兼CEOのGuy氏）

 会社の概要
Profuse Techは筋組織の分化と成熟を促進するフードグレードの細胞用サプリメント
を開発するB to Bの企業である。細胞農業企業と密に連携しながら，その企業に適切
なサプリメントを開発・提供している。2021年に設立し，Food-Tech 2021 

competitionで優勝し，300万ドル調達している

 サプリメントの効果

サプリメントの利用により，分化の速度と効率が劇的に高くなる。鶏のむね肉の細胞
では，既存の手法では72時間で分化が開始するのに対し，Profuse Techのサプリメン
トを用いると，48時間後には大部分の細胞が分化を開始している。Profuse Techの製

品は，３次元の足場上に筋繊維を発達させる効果も持つ。サプリメントの成分は，代
謝系を解析して物質の知見を深め，フードグレードでないものは代替しながら，関連
する物質群の中から適切でない物質を除去していくような物質の選び方をしている。
そのため，成分は，すでに食品に使われているものや，まだ使われていないが安全で
あるものを利用することになる。この際，成分調整の自動プロセスも有している。

 日本市場の受け止め

日本の消費者はやや保守的で良質な食を求めるため，適切な時期になったら野心的な
日本の細胞農業企業とも協力を進めていきたい。



②産業課題等に係る協議

7

ロードマップのタイムラインに関する前提条件すり合わせのため、想定産業成長スケジュール作成のための協議
を行った

6月28日・7月11日 想定産業成長スケジュール作成のための協議

 細胞性食品は国内での上市経
験がなく新しい産業であるた
め、推進ロードマップの検討
の前提となる産業の中長期的
なタイムラインとして想定さ
れるものが各社によって大き
く異なってしまい、推進ロー
ドマップの議論が錯綜する懸
念があった

 まずは推進ロードマップの前
提となる細胞農業産業の成長
想定スケジュールを仮置きで
作成し、参加者間で前提条件
のすり合わせを行った

 本スケジュールは、国内の上
市スケジュールの予測のため
ではなく、あくまでも議論錯
綜の防止のために作成してお
り、議論のための仮定でしか
ない点留意すること（各省庁
における対応や業界の展望に
ついてはまだ社会的合意がな
い部分があり、正確に上市の
時期や以降のスケジュールを
予測することは困難である）

数年後までのロードマップを検討する際に、イメージしやすくするために楽観シナリオと悲観シナリオを
作成。本スケジュールは、あくまでも議論錯綜の防止のために作成しており、議論のための仮定でしかな

いため、詳細は割愛する。



②産業課題等に係る協議

8

想定産業成長スケジュールに対応させる形でロードマップを作成

7月11日・7月28日 細胞農業WT フードテック推進ロードマップの内容についての協議

想定産業成長スケジュールから逆算
するかたちで必要となるロードマッ
プを作成

例えば想定産業成長スケジュールに
て「小売での販売が浸透するのがYY
年である」と想定した場合、YY年ま
でにある程度の「大量培養技術の確
立が必要」となると連想できる

 7月29日以降にて、特段追加の修正
依頼等はなかったため、7月28日の
会議にて意見収集・その場で修正し
たものを最終版として農林水産省及
びFT官民協議会の事務局へ提出

正式なフードテック推進ロードマッ
プは10月12日の第3回WT意見交換
会にて最終化

想定産業成長スケジュールに対応させる形でロードマップを作成。
正式な完成版は農林水産省及びFT官民協議会の事務局での協議を経て発表されるため、

本資料では詳細を割愛


